
公公嘱嘱協協会会ににおおけけるる平平成成２２１１年年度度のの展展望望

理事長 山田 猛司

社員の皆様、本年も昨年同様よろしくお願いいた
します。
昨年度の定額会費の導入により、協会の財政にお

ける安定的基盤がある一面において確立されました
が、今年からはいよいよ公益認定のための具体的な
準備に取りかからなければなりません。
ご承知の通り一般法人法及び公益認定法並びに整

備法が平成２０年１２月１日をもって施行されました
が、本協会は現状のままであれば特例民法法人とし
て５年間は存続することが可能です。
しかし、経過期間の５年を経過すると法律上解散

してしまいますので、解散を避けるためには公益認
定を受け、公益社団法人として存続をするか、また
は一般社団法人としての認可を受けて一般社団法人
として存続するかのどちらかの道を選ばなければな
りません（解散や合併という道も法律上は選択可能
ですが、現実的ではありません）。
本協会においては理事会において公益認定を受

け、公益社団法人として存続する方向性を確認して
いるところであります。
そして上部団体である全司協とも連携をとり、公

益認定のためのプロジェクトチームを立ち上げまし

た。全国の協会では、東京と神奈川が先陣を切って
公益認定に取り組み、認定方法や手続きの状況を全
国に発信するということも考えているところです
が、最短のスケジュールでは、今年の通常総会にお
いて定款変更し、諸規則の整備もしなければならな
いこととなりますが、５年間の猶予期間を考えれ
ば、今年１年をかけて法務省や土地家屋調査士協会
との意見交換をしながら、余裕を持って来年の通常
総会において定款変更し、その後公益認定を受ける
のがよいのではないかと考えているところです。

支部の統廃合について

協会の支部に関して、その統廃合を検討している
ところですが、東京司法書士会においても同様の検
討をしているということもあり、その動向を見極め
てから協会においては結論を出そうとしていまし
た。
東京司法書士会においては支部の再編は当面実施

しないようなので、支部の再編を実施するとすれ
ば、協会独自での支部の再編ということにならざる
をえません。
そこで今まで協会の支部再編について出された意
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見を総括すると協会独自での支部再編については期
が熟していないというのが現在の結論です。
現場の支部の状況を考えてみると、司法書士会の

支部と公嘱協会の支部は一致しており、いろいろな
活動において司法書士会の支部が中心となって活動
しているというのが現状です。その中で公嘱協会の
支部は本会の会員の一部の人が社員となっているの
で、公嘱協会の支部規則の制定をはじめ、支部活動
が協会独自のものとして行われている部分が少ない
ということであります。
従って、協会の支部を今以上に細分化するという

ことは不合理であり、組織力の分散につながること
となるので、逆に支部を統合するという形で検討す
るのが合理的と考えられます。
その場合の統合基準としては、現在の司法書士会

のブロックを単位とするか、交通の便を考えて沿線
を単位とせざるを得ないと思いますが、現段階にお
いては支部組織の強化の方が優先すべき課題であ
り、各支部において支部規則の制定をはじめ、支部
単位での配分事件の事務処理や支部独自の業務開発
活動等により各々の支部組織の強化を図っていただ
きたいと思います。

組織的研修事業の拡充

本協会の社員は、東京司法書士会の会員をもって
構成しているので、社員すべての人が司法書士とし
ての専門的能力を備えていると考えますが、昨今の
法改正の多さやその改正のスピードの速さに関して
は、従前の数年間というサイクルが数カ月間で回っ
てくるような感じです。
公嘱協会としての研修は、従来嘱託登記に独自な

ものを中心に実施していたわけですが、会社法の改
正や公益法人法の施行に関しても嘱託登記に少なか
らずかかわりのある分野なのでそれらの研修も含
め、今後は多方面の研修を積極的に行う必要がある
と思います。
ご承知のように、現代の司法書士の業務は多様化

しており、不動産登記、商業登記、訟務、成年後見、
債権譲渡登記等それぞれに専門性を持った司法書士
も多数存在するところです。
また、司法書士試験の合格者の増加割合に比べる

と新人の開業率はそれほど高くはないといえます。
そのように多様化した職域に、経験の少ない司法

書士が自信を持って業務遂行することができるため
には組織的な研修を実施しなければなりません。
従って今後は公嘱協会としても組織的に幅広い研

修を行う必要があるものと考え、そのために研修会
の実施はもとより研修に関連した有益な情報を提供
するということも必要と考えています。

競争入札への対応

バブル崩壊による経済危機から何とか立ち直ろう
としかかっていたところにサブプライムローン問題
に端を発するリーマンショック等、海外の経済状況
の悪化及び内政の混迷等により日本の経済状況もさ
らに悪化しています。
本協会の依頼人である嘱託者たる官公署が、一時

期のように公共事業を推進するという活動を凍結、
縮小という方向に転換している昨今です。
また、公共事業における価格の透明性という観点

からも競争入札を原則とする契約方式に改められた
ことから、従来における随意契約が原則として廃止
されました。
そこで新たに問題となってきたのが司法書士法人

との入札競争ということです。
公嘱協会が入札に参加し、一般の司法書士や司法

書士法人と競争するということが本来の望ましい形
かどうかという点についても問題となりました。そ
の点に関しては、司法書士と競争するということが
一見、個人の司法書士を圧迫するようにも思えわれ
がちですが、入札において互いに対等の立場で、公
平な入札を行うこととなるので、公共事業における
価格の透明性や公共事業の公平性という点において
も競争入札に積極的に参加することは、官公署の嘱
託登記の円滑な実施に寄与するものとなり、公嘱協
会の本来の目的に合致するものと考えます。
ただ、実際に問題となるのは、社員である司法書

士と協会との関係です。
協会と非社員が入札において競争することは公共

事業の公平性を保つという意味で問題はありません
が、協会の内部的関係をみると、社員においては、
協会の契約単価についての情報を入手することが可
能であり、手の内を見たうえでそれよりも安い価格
で入札するというような不公平な取引が行われる可
能性があります。また、協会と社員等が競争すると
いう関係が好ましいものとは思われないので、今後
いろいろと検討しなければならない課題ではあると
思いますが、現段階においては、社員が競業取引を
したとしても当該社員に不利益が処方することは考
えておりません。
それよりも問題なのは、司法書士法人であり、そ

れも実体を伴わないと思われる司法書士法人が存在
するという点です。
公共事業における嘱託登記において一般的に入札

参加資格があるのは公嘱協会と司法書士法人という
ことになりますが、その司法書士法人の主たる事務
所が他府県にあり、従たる事務所が東京都内にある
という場合もあり、その東京都内の従たる事務所は
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入札資格を取得するためだけに設けられているとい
う可能性があるものです。
司法書士法人については今後どのように発展して

いくのかわかりませんが、本来の司法書士法人のあ
り方についてさらなる検討が必要なのではないでし
ょうか。

司法書士法人への対応

司法書士法人に対する公嘱協会の諸規定の適用に
ついて整理する必要があると思います。
司法書士法人と当該司法書士法人の社員である個

人の司法書士とは競業避止義務の関係があり、司法
書士法人の社員となった司法書士は個人としては嘱
託登記を受託することはできません。
そこで、当協会の社員である司法書士について大

きく分類すると①個人の司法書士、②司法書士法
人、③司法書士法人の社員である司法書士に分ける
ことができます。
①の司法書士ついては問題がありません。②の司

法書士法人については当該司法書士法人が法人とし
て業務を処理することができるのでこの場合も問題
がありません。
問題となるのは③の司法書士法人の社員である司

法書士ですが、その場合に、③の社員が所属してい
る司法書士法人が②の司法書士法人になっている場
合であれば事件を配分することができます。しか
し、所属する司法書士法人が法人として協会の社員
となっていない場合には③の司法書士には事件を配
分することができません。
そこで本協会としてはその事実が判明した場合に

は③の司法書士が所属する司法書士法人に関して入
会を促すこととしています。もし入会されない場合
には、③の司法書士は定額会費は支払ながら事件の
配分を受けることはできないという立場の司法書士
であるということを説明しています。
他府県の公嘱協会においては、③の司法書士にな

った段階において、自動退会する規定を設けている
協会もありますが、司法書士法上司法書士の入会を
拒否できないとすると自動退会の規定は行き過ぎで
はないかと思います。
司法書士法人の会費に関する規定や、事件の配分

に関する基準についても問題となるところです。
法人として定額会費を納入し、個人としても定額

会費を納入している場合において、個人には配分で
きないので法人として配分する場合に、法人として
は１法人としてカウントし、法人の社員数について
配分の際に考慮しないということになると、当該法
人の社員司法書士は、定額会費を納入しながら、配
分の基準には認定されないということになってしま

います。そういった点に関しては法人の社員になっ
ている個人社員が協会の社員であるかどうか加味す
る配分システムが必要となるのではないでしょう
か。
その他、通知に関する効率を考えれば、法人に対

し通知すれば当該法人の個人社員についても通知を
したことになるような規則の改正も、協会の業務を
効率化につながるものと思います。

中長期計画の策定

協会は発足以来会計年度が単年度ということもあ
り、事業計画を単年度度計画でしか作成しておりま
せん。
しかし、今後は積極的に活動を行い、入札情報も

丹念に調べるなど、待ちの姿勢ではなく、攻めの姿
勢に転換する必要があると思います。
そうした場合には事業計画を単年度計画のみとし

た場合には長期的なビジョンを立てることができ
ず、目先の業務処理のみに終始することになりかね
ません。
そこで、長期計画においては協会の将来像を意識

し、中期計画においては長期計画を実施するのに必
要な業務計画を、複数のスパンによって作成するこ
とが必要になると思います。
協会において効率的な業務執行をするためには、

非効率的な活動には終止符を打つ必要もあります。
例えば何年もかけて業務開発活動をしても何ら効

果のない市町村に関しては、思いきって広報以外の
業務開発活動を中止し、事件の依頼があった場合に
のみ対処するということも必要であり、逆に継続的
な大量発注がなされている市町村に関しては、手厚
いサポート体制を敷くなどの方策が必要ではないか
と思います。

協会組織の活性化

協会本部の組織の活性化については組織の効率化
と多様性も必要となります。
現在、理事以外の外部委員としては広報委員のみ

が存在しますが、前述のしたとおり研修の充実化を
図ることを考えれば、研修委員等を外部から登用す
る必要もあると思います。そのように外部委員を積
極的に取り入れることも必要であり、また外部理事
の登用も今後は必要となると思います。
司法書士以外の見地から多角的に協会を見ること

が必要であり、例えば官公署、市民、法務局等いろ
いろな立場から、公嘱協会の組織や業務執行のあり
方を見る必要があると思います。
すぐには無理でも気長に問題点を分析し続けるこ

とが重要ではないでしょうか。

2009年 第109号 ハロ・ハロ・ガーデン （3）
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�ＰＭ．２：２０ 主催五団体を代表して東

京司法書士会小村勝会長の挨拶があ
り、東京法務局長五十嵐義治様のご祝
辞、東京地方裁判所所長判事代理民事
部所長代行荒井勉様のご祝辞代読をい
ただきました。そして法被を着用して
の鏡開きが行われ、東京司法書士会前
澤六雄相談役の音頭による乾杯があり
ました。カンパーイ�
その後、来賓の日本司法書士会連合会顧問藤田耕三様、日本司法書
士会連合会会長佐藤純通様よりご挨拶があり、来賓の国会議員の先生
方からご祝辞をいただきました。

新年賀詞交歓会

平成２１年１月１３日、明治記念館において、東京司法書士五団体共催による賀詞交歓会が開
催されました。新春の定例行事ですので、本誌にて毎年ご報告しておりましたが、本年は、
写真で賀詞交歓会の模様をお伝えいたします。
なお、新年のお祝いということで他士業など各団体と日時を同じくする中、ご出席いただ
いた来賓の皆様ありがとうございました。これからもどうぞ宜しくお願い申し上げます。

スナップ
特 集

ＰＭ．２：００ 主催五団体の代
表が来賓の入場を待っていま
す。（私）「写真１枚お願いし
まーす。」

歓談中のひとコマです

ＰＭ．３：５０ 東京司法書士
会牧野忠明相談役により万
歳三唱がありました。

ＰＭ．３：００ ３時頃から来賓の都議会議員、区議会議員、市議
会議員の先生方から壇上でお一人ずつご挨拶がありました。

顧問の東村邦浩東京都議会議員、立石晴康東京都議会議員、名取憲彦東京都議会議員は、毎年
賀詞交歓会にご出席いただいております。歓談の途中、すかさず写真をお願いしました。「はい
っチーズ」カシャ！
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国民生活金融公庫、農林漁業金融公庫、中小企業金融公庫、国際協力銀行

平成２０年１０月１日統合
「株式会社日本政策金融公庫法」（平成１９年法律第５７号）

株式会社日本政策金融公庫

平成２０年１０月１日をもって、国民生活金融公庫、農林漁業金融公庫、中小企業金融公庫、国際協力

銀行の旧政府系四金融機関（以下「旧四金融機関」という。）が統合し、新たに株式会社日本政策金

融公庫が発足しましたが、旧四金融機関の権利義務一切は株式会社日本政策金融公庫が承継すること

となりました。（法附則第１５条第１項、第１６条第１項、第１７条第１項、第１８条第１項）

従いまして、平成２０年１０月１日以降に旧四金融機関が抵当権等の名義人となっている不動産につい

て、平成２０年１０月１日以降の日を原因としてそれらの抵当権等の抹消、変更、処分等の登記をするに

は、その前提として、同日を原因として株式会社日本政策金融公庫への移転登記が必要となります。

また、環境衛生金融公庫又は日本輸出入銀行が抵当権等の名義人になっている場合については、環

境衛生金融公庫については国民生活金融公庫が、日本輸出入銀行については国際協力銀行が、各々平

成１１年１０月１日法律によりその権利義務一切を承継しておりますので、平成２０年１０月１日以降の日を

原因としてその抵当権等の抹消、変更、処分の登記をするには、同様に株式会社日本政策金融公庫へ

の移転登記が必要となります。

※国民金融公庫、環境衛生金融公庫 国民生活金融公庫

（平成１１年１０月１日国民生活金融公庫法附則第２条、附則第３条第１項）

※日本輸出入銀行 国際協力銀行

（平成１１年１０月１日国際協力銀行法附則第６条第１項）

登記名義が国民金融公庫、国民生活金融公庫、農林漁業金融公庫、中小企業金融公庫又は国際協力

銀行のものについては、「平成１８年１０月１日株式会社日本政策金融公庫法附則第〇条第１項による承

継」を原因として株式会社日本政策金融公庫に移転となります。

登記名義が環境衛生金融公庫、日本輸出入銀行のものについては、移転原因を併記して直接日本政

策金融公庫に移転することとなります。

又、申請に際して、権利義務の承継を証する情報、抵当権等の移転及び登記名義人の名称の変更に

関わる登記原因証明書は、その事実が法律により明らかであるから、提供は省略できることとなって

います。

尚、詳細は平成２０年９月３０日法務省民二第２６３３号通達をご覧下さい。

株株式式会会社社日日本本政政策策金金融融公公庫庫へへのの移移転転登登記記ににつついいてて

専務理事 生田目 正秋
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ボウリングのすすめ ～ファイナル～
城北支部 岡田 学

今までに２回、ティータイムの場をお借りし

て私の趣味であるボウリングについて書かせて

いただいた。おかげで、身近な司法書士仲間に

マイボウラー（自分専用のボウリング用ボール

を持っている人のこと）がいたことが分かり、

一緒に投げに行く機会が増え、互いに切磋琢磨

しながらボウリングを楽しむことができるよう

になった。珍しい人だ。

その後、２人の噂を聞きつけた、これまた身

近な司法書士仲間の１人が、何回かボウリング

場に足を運んでいるうちに、いつの間にかマイ

ボウルを手に入れて、一緒にボウリングを楽し

んでくれるようになった。愉快な人だ。

現在はこの３人で足立区、葛飾区、江東区の

城東地区を中心に、定期的にボウリングを楽し

んでいる。時にはスペシャルゲストが訪れて、

私たちを楽しませてくれることもある（ボウリ

ングはしないが）。皆が好きな時に、好きな目

的、好きな楽しみ方で集うことができるのが気

に入って、私はボウリングを楽しんでいる。

楽しい仲間ができたので、この場をお借りし

て仲間を増やそうとすることは、もうやめよう

と思うが、せっかくなので、最後に私なりに感

じるボウリングの良い点を皆さんにお伝えしよ

うと思う。

①ボウリングにはダイエット効果がある。

ボウリングは一見すると腕の力で重いものを

投げる程度の運動にしかならないようにも思わ

れるが、真剣に取り組むと全身運動になるので

ある。以前、ボウリング３ゲームがウォーキン

グ１時間ほどの運動量に匹敵すると書かれたボ

ウリング場のポスターを見たことがある。実際

に、３ゲーム以上投げると意外と汗を掻いて疲

れるもので、ボウリングゲーム数に比例して痩

せていく私の体型を見た方はその効果を目の当

たりにするであろう…。

②ボウリングは天候に左右されずに楽しめる。

これは、ボウリングが屋内スポーツであるこ

とから当然ではあるが、ボウリング場があれ

ば、いつでもボウリングが楽しめるのである。

冬は暖房が効いて暖かく、夏は冷房が効いて涼

しく、いつでも快適な環境で楽しめるのであ

る。

③ボウリングは老若男女を問わず楽しめる。

ボウリングは、自分に合った楽しみ方が選べ

るため、年齢や性別に関係なく楽しめる。実際

に、ボウリング場に行くと小さい子供が大人と

一緒に楽しんでいたり、ご年配の人たちがグル

ープで楽しんでいる光景を見る。ボウリング

は、力で球速を早くしたり、回転を強く掛けた

りしなくても、コースを狙って投げられる技術

を身につければ高スコアを得られるので、幅広

い人たちが楽しめるスポーツであると思う。

④ボウリングは１人から大人数まで楽しめる。

ボウリングは１人で投げるときは、ハイスコ

アを目指して投げたり、自分が思い描いたライ

ンをボールが転がってピンを倒すのを目指して

投げたりして楽しめる。また、人数が増えれば、

単純に賑やかに投げ合って楽しんだり、チーム

対抗にしたりスコアにハンディキャップを付け

たりして、勝負を楽しむことができる。揃った

人たちの顔ぶれによってさまざまな楽しみ方が

できるのである。

⑤ボウリングをすると楽しい仲間ができる。

前にも書かせていただいたように、ボウリン

グを楽しんでいる人やこれから楽しもうとする

人が近くにいると自然と仲間ができる。１人で

投げていても、ボウリング場のスタッフの人、

ボウリング場の常連さん、時には隣で投げてい

た人とふとしたきっかけで仲良くなったりもす

る。仲間が増えればボウリングへの興味や知識

も高まるし、それが高じて大会に参加するよう

になれば、自分のレベルアップにもつながり、

より多くの仲間が作れるようになるだろう。

これからもボウリングを通じて楽しいボウリ

ング仲間と楽しい思い出や楽しい仲間作りを続

けて行けたらなあと思い描いた２００９年の始まり

でした。
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■編集後記
２００９年が始まりました。近頃、時間の経つことをすごく早く感じます。ＴＶドラマ「２４」を見
ると、１日が異常に長く感じるのですが、現実の日常は本当に早い。１週間のうち１日誰かが隠
したのでないかと思うくらいです。
時間とはスーツケースのようなものと言った人がいます。それは、雑に詰め込むと限られたもの
しか入らないけれども、きちんと整理して収納すると多くのものが入るからです。
私は、時間の使い方も収納もうまいとは言えません。原稿も遅れてしまいます。今後は、猛省
をして、仕事は勿論ですが、趣味もたくさんスーツケースに詰め込めるように時間を利用したい
と思います。
最後に、本号の記事にありました「新年賀詞交歓会」
に入りきらなかった写真を２枚掲載します。１枚は、新
年賀詞交歓会が終わった後に公嘱役員及び事務局が集ま
って、後藤悟広報室員による即席記念撮影です。本年も
よろしくお願いします。（永井正己）

公嘱協会広報室

永井 正己（江戸川）
岡田 学（城 北）
田口真一郎（田 無）
後藤 悟（豊 島）

■本協会取扱い事件納品状況一覧（平成２０年９月１日～平成２０年１１月３０日）

納品月 発注機関名 物件名 登記内容 件数 配分支部

９月 東京都再開発事務所 リバーウエストＤ館 （一般分譲） 所有権移転登記 １ 墨田・江東

練 馬 区 役 所 権利関係公共嘱託登記事務（単価契約） 抵当権抹消登記 １ 練 馬

府 中 市 役 所 狭隘道路拡幅整備嘱託登記業務 所有権移転登記他 １０ 府 中

〃 法定外公共物嘱託登記業務 所有権保存登記 ２ 〃

調 布 市 役 所 狭隘道路拡幅整備嘱託登記業務
（単価契約） 所有権移転登記他 ４８ 調 布

１０月 東京都住宅供給公社 大森駅前住宅 （長期分譲） 所有権移転登記 １ 品 川

〃 豊玉南住宅 （ 〃 ） 〃 １ 練 馬

府 中 市 役 所 狭隘道路拡幅整備嘱託登記業務 所有権移転登記他 １８ 府 中

〃 法定外公共物嘱託登記業務 〃 ８ 〃

１１月 八王子駅南口地区市街地
再 開 発 組 合 権利変換計画の変更による登記業務 権利関係調査業務 一式 八 王 子

府 中 市 役 所 狭隘道路拡幅整備嘱託登記業務 所有権移転登記他 １０ 府 中

〃 法定外公共物嘱託登記業務 〃 ３ 〃
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